
独立行政法人国際協力機構の年度計画の変更理由 

 

１．国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策（令和 6年 11月 22日閣議決定）に係る予算が令和 6年度補正予算（第 1号）により措置されたことに伴う変更。 



独立行政法人国際協力機構の 2024年度計画 新旧対照表 

 

2024年度（変更後） 2024年度（変更前） 

 

6．予算、収支計画及び資金計画（有償資金協力勘定を除く。） 

別表1～3 のとおり。 

令和6年度補正予算（第1号）により追加的に措置された運営費交付金及び施設整備費補助金については、

「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」（令和 6 年 11月 22 日閣議決定）において、潜

在成長率を高める国内投資を拡大するため及び国民の安全・安心を確保するために措置されたことを認識

し、経済協力に係る経済安全保障の強化支援事業、経済協力に係るグローバルサウスとの連携強化事業等及

び経済協力に係る研修施設の整備に活用する。 

 

 

6 予算、収支計画及び資金計画（有償資金協力勘定を除く。） 

別表1～3のとおり。 

 



 

2024年度（変更後） 2024年度（変更前） 

別表１ 

予算 

（単位：百万円） 

 

 

［注１］四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。 

［注２］無償資金協力の計画は、閣議により決定されるため、独立行政法人国際協力機構法（平成14年法律第

136号）第13条第１項第３号イに規定される業務における贈与資金に関する予算、収支計画及び資金計画は記

載していない。 

［注３］運営費交付金収入及び業務経費については、令和6年度補正予算（第1号）により措置された「国民の

安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」（令和6年11月22日）の経済協力に係る経済安全保障の強

化支援事業及び経済協力に係るグローバルサウスとの連携強化事業等に係る予算（19,728百万円）が含まれ

ている。 

［注４］施設整備費補助金等収入及び施設整備費については、令和6年度補正予算（第1号）により措置された

「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」（令和6年11月22日）の経済協力に係る研修施設

の整備に係る予算（1,122百万円）が含まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表１ 

予算 

（単位：百万円） 

 

 

［注１］四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。 

［注２］無償資金協力の計画は、閣議により決定されるため、独立行政法人国際協力機構法（平成14年法律第

136号）第13条第１項第３号イに規定される業務における贈与資金に関する予算、収支計画及び資金計画は記

載していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2024年度（変更後） 2024年度（変更前） 

 

別表２ 

収支計画 

（単位：百万円） 

 
［注］四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表２ 

収支計画 

（単位：百万円） 

 
［注］四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2024年度（変更後） 2024年度（変更前） 

 

 別表３ 

資金計画 

（単位：百万円） 

 
［注］四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。 

 

 別表３ 

資金計画 

（単位：百万円） 

 

［注］四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。 

 

 

 


